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—編集後記—

新しい政権は，地球温暖化問題に対して「2020年まで
に温室効果ガス排出量を 1990年比 25%削減」の中期目
標を表明しました．温室効果ガス削減に向けた次期枠組
みづくりに向けた国際交渉において，農業の役割も増す
ことは確かであると考えます．

現在，発効している京都議定書における農林業での温
室効果ガス削減対策としては，森林経営による炭素貯留
が算定されています．しかし，新たな目標に対して現状
のままでは，達成できないことが明らかです．そのため，
農業では，農地管理による温室効果ガス削減に向けた取
り組みを加えることの必要性が高まっています．農林水
産省では，温室効果ガス削減対策の一つとして農地土壌
の炭素貯留機能発現のための評価と実証の取り組みが行
われています．また，本年からは下層土を対象とした炭
素貯留機能発現の評価と実証に着手したところです．

私も着目している農地土壌の下層土における炭素貯留
機能発現については，土壌環境条件を評価する土壌物理
とペドロジー，有機物の成分変化などを把握し評価する
土壌肥料，下層土への有機物や材料を投入する手法を開

発する農業土木などの複数分野の知見を総合化すること
が必要になります．その中で「土壌の物理性」は，土壌
の炭素貯留機能発現のための土壌環境条件の把握・評価，
下層土に投入する有機物から溶脱する窒素の動態シミュ
レーションなど，関連する知見の宝庫です．特に，本年
の土壌物理学会大会のシンポジウムは，土壌物理に関係
する地球温暖化対策の役割を論議する絶好の機会であっ
たと思います．

このように「土壌の物理性」は，紹介された研究成果
が研究の発展のみならず，後々，多様な分野で社会的役
割が見いだされる重要な学会誌であると思います．その
ため「土壌の物理性」には，土壌物理に興味をもつ方々
からの先駆性，学術性，実践性など，多様な個性を持っ
た研究成果の紹介が期待されます．

最後に，本号にご執筆いただいた筆者の皆様，編集に
携わった皆様に謝意を表し，編集後記といたします．
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